別添様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　児童福祉費　　　児童福祉諸費

	事業名:各種専門的支援人材養成研修事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　自立支援担当　電話番号：058-272-1111（内2615）
　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：10,678千円（前年度予算額：10,533千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　障がい者に対する専門的支援の技術を有する人材を養成するため、各種研修事業を実施する。
（1） 行動援護従事者養成研修事業
　　行動上著しい困難を有し常時介護が必要な障がい者の外出に際し、必要となる援助法等の技能を有する者を養成する。
（2） 相談支援従事者研修事業
　　障がい者に必要なサービスを適切に調整し支援計画を作成するため、高度な支援技術をもつ相談支援専門員を養成する。
（3） サービス管理責任者養成研修事業
　　障害者自立支援法による障害福祉サービス提供事業者のサービスの質の確保に必要な知識、技能を有する管理責任者を養成する。
（4） 重度訪問介護従事者養成研修事業

　　常時介護を要する重症心身障がい児（者）に対し居宅における介護を総合的に提供できるヘルパーを養成する。
	２　所要経費


（1） 行動援護従事者養成研修事業　　　1,627千円

（2） 相談支援従事者研修事業　　　　　5,911千円

（3） サービス管理責任者養成研修事業　2,070千円
（4） 重度訪問介護従事者養成研修事業  1,070千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
３ 障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる
・重度訪問介護や行動援護等、専門的支援の技術を有する人材を養成する
	２　これまでの取組状況


　昨年度（平成21年度）の状況
　　・行動援護従事者養成研修　修了者数　３２人
　　・相談支援従事者研修（初任者）　修了者数　１５０人

　　・サービス管理責任者研修　修了者数　延べ３９２人

　　・重度訪問介護従事者養成研修　修了者数　２５人

	３　これまでの取組に対する評価


旧法施設から障害者自立支援法による新体系の事業所への移行期限が平成23年度末となっており、移行にあたって事業所への配置が必須であるサービス管理責任者のための研修については、特に高いニーズがある。このため、サービス管理責任者研修及び同研修受講要件としている相談支援従事者研修については、毎年多数の受講者がある。

一方で、これまでの受講者については、受講時から年数が経過していることもあり、フォローアップのための現任者研修を行う必要も出てきている。
また、在宅で生活する障がい者に対して特別な支援を行う行動援護従事者や重度訪問介護従事者についても、障がい者の地域生活への移行が進むにつれて、そのニーズはますます高まるものと思われる。

そこで、これらの研修を継続して実施していくとともに、法制度の状況や現場のニーズに対応できるよう研修企画を行う。

	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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